
国立大学法人東京医科歯科大学における 

中小建設業者の受注機会の確保に関する要項 

 

平成１６年４月１日 

制 定 

 

（趣旨） 

第１条 国立大学法人東京医科歯科大学における施設整備事業に伴う、中小建設業者の受

注機会の確保については、国立大学法人東京医科歯科大学会計規程（平成１６年規程第

３号）その他の規程・規則又はこれらに基づく特段の定めによるほか、この要項の定め

るところによる。 

 

（適用法令） 

第２条 本要項の運用においては、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）並びに

官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）及

びこれらに基づく政令を適用するものとする。 

 

（閣議決定事項の遵守） 

第３条 前条を受け、毎年度閣議決定される中小企業者に関する国等の契約の方針を遵守

するものとする。 

 

（規程の準用） 

第４条 中小建設業者の受注機会の確保に係る本要項の運用においては、中小・中堅建設

業者の受注機会の確保対策について（平成１１年文教施設部長通知文施指第９６号）、中

小・中堅建設業者の受注機会の確保対策について（平成１１年文教施設部指導課監理室

長通知１１施指第１４号）の規定を準用するものとする。 

 

（手続の運用） 

第５条 中小・中堅建設業者の受注機会の確保対策に関する手続については、中小・中堅

建設業者の受注機会の確保対策に関する手続の運用について（平成１１年文教施設部指

導課監理室長通知１１施指第１９号）の規定を準用するものとする。 

 

（官公需相談担当者の明確化） 

第６条 官公需相談担当者の明確化については、官公需相談担当者の明確化について（昭

和５４年大臣官房長通知国会第９０号）の規定を準用するものとする。この場合におい

て、同規程中、「官職指定」を「役職指定」、「契約担当官等」を「経理責任者」と読替え

るものとする。 

 

附 則 

この要項は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年１０月７日制定） 

この要項は、令和元年１０月７日から施行し、令和元年１０月１日から適用する。 

 


